医療法人　財団　青仁会

パ－トタイム職員就業規則

第1章 総則

（目的）

第1条 この規則は、医療法人　財団　青仁会に勤務するパ－トタイム職員の労働条件、服務規則その他就業に関することを定めるものです。

２．この規則の定めのないことについては、労働基準法その他の法令に定めるところによります。

（定義）

第2条 この規則においてパ－トタイム職員とは、所定労働時間が一日５．５時間以内で採用された方をいいます。

（規則の順守）

第3条 法人及びパ－トタイム労働者は、この規則を守り、お互い協力して業務の運営にあたらなければなりません。

第二章　採用及び労働契約

（採用）

第4条 法人は、パ－トタイマ－職員の採用にあたっては、就職希望者から法人が選考して採用します。

（労働条件の明示）

第5条 法人は、パ－トタイム職員の採用に際しては、別紙の労働条件通知書（パ－ト）を持って労働条件の明示を行います。

（労働契約の期間）

第6条 法人は、労働契約の締結にあたっては期間を最長６ヶ月間の有期限にて採用します。６ヶ月の始期と終期は1）４月１６日～１０月１５日、2）１０月１６日～４月１５日となり、この期間の中途で採用された場合は、直近の終期を雇用期限とします。

（雇用期間の更新）

第7条 雇用期間は第五条に定めるとおりですが、勤務状態が優秀で他の規範と認められる職員に対しては、業務の必要性を勘案して例外的に期間を更新する場合があります。この更新における雇用期間も第五条と同じく最長６ヵ月間とします。

2.雇用契約を更新する場合、雇用期間の終期の３０日前までに、労働条件通知書を持って、更新を行います。

第三章　服務規律

（服務）

第8条 パ－トタイム職員は、業務の正常な運営を図るため、法人の指示指令を守り、誠実に職務を遂行すると共に、次の事項を良く守り、職場の秩序の保持に努めなければなりません。

1 法人の名誉または信用を傷つける行為をしないこと。

2 法人関連施設等の利用者様のプライバシ－に十分注意し、他に漏らさないこと。

3 やむを得ず遅刻、欠勤する場合は、事前に届け出ること。

4 勤務時間内においては、定められた就業の場所を離れないこと。

5 職務以外に、法人の物品などを使用しないこと。

6 職務を私用して自己の利益を図り、または不正に行為をしないこと。

7 業務上の指揮・命令には確実に従うこと。

第四章　労働時間、休憩および休日

（労働時間及び休憩）

第9条 労働時間は５．５時間以内とし、始業および終業はそれぞれの契約によります。

1 前項に規程にかかわらず、業務の都合その他やむを得ない事情により始業及び終業の時刻ならびに休憩時間を繰り上げまたは繰り下げる場合があります。

2 休憩時間は、自由に利用することが出来ます。

（休日）

第10条 定められた勤務表に従い休日をとることにします。

（休日の振替）

第十一条　前条の休日については、業務の都合により必要やむをえない場合には予め他の休日と振り返る場合があります。

（時間外・休日労働）

第十二条　法人は原則として一日５．５時間を越えて労働させないものとします。

　　　　

（出退勤手続）

第十三条　パ－トタイム職員は、出退勤において、各自のタイムカ－ドにより、出退勤を記録しなければなりません。

2.打刻は自ら行い、他人にこれを依頼してはなりません。

(欠勤の手続き)

第十四条　傷病又はやむを得ない事情により欠勤する場合は、欠勤届にその事由を記入し、速やかに所属長を経て所属する部署の管理者に申し出て、その許可を受けなければなりません。

　

　　　2、　　傷病による欠勤が４日以上にわたる時は、医師の診断書を提出しなければなりません。

　　　3、　　傷病のため、引き続き３０日を越えて欠勤した時は、雇用契約を終了したものとします。

　　　4、　　前項の手続きは、可及的速やかに行うものとし、届出を怠った場合は無届け欠勤として取扱い、懲罰の対象とします。

(遅刻・早退などの手続き)

第十五条　職員は、遅刻・早退・私用による外出などに際し、所定の用紙にその事由および時刻を記入し、所属長を経て所属する管理者に届け出て、その許可を受けなくてはなりません。

第五章　休暇等

（年次有給休暇）

第十六条　勤務状態が優秀で、雇用を更新し、通算して６ヶ月以上の雇用となった場合に有給休暇を下記のように与えます。

	週の所定

労働日数
	勤続年数

	
	0.5
	1
	1.5
	2
	2.5
	3
	3.5
	４
	4.5
	5
	5.5
	6
	6.5

	４日以上
	3日
	3日
	4日
	4日
	4日
	4日
	5日
	6日
	6日
	6日
	7日
	7日
	8日

	３日
	2日
	2日
	3日
	3日
	3日
	3日
	4日
	4日
	５日
	５日
	５日
	５日
	６日

	２日
	2日
	2日
	2日
	2日
	2日
	2日
	3日
	３日
	３日
	３日
	３日
	３日
	４日

	１日
	1日
	1日
	1日
	1日
	1日
	1日
	1日
	１日
	２日
	２日
	２日
	２日
	２日


1 業務に支障がある場合は、指定した有給休暇の日を他の日に変更する場合があります。

2 有給休暇を取得する場合は、事前に所定の用紙により期日を指定して事前に届け出るものとします。

第六章　賃金

（賃金）

第十七条　賃金は次の通りとします。

1 時間給

時間給は、それぞれの労働条件通知書によります。

2 交通費

交通費は、それぞれの労働条件通知書によります。

3 その他

資格・夜勤・宿直などは、それぞれの労働条件通知書によります。

（賃金支払い）

第十八条　賃金は、毎月１６日～翌月１５日までの賃金を、２５日に通貨で支払います。

　　　　2.次に揚げるものは、賃金から控除します。

1 源泉所得税

2 住民税

3 雇用保険

雇用保険は、勤務状態が優秀で、雇用を更新し、通算して１２ヶ月以上の雇用となった場合に加入することになります。

(昇給)
第十九条　原則として、昇給はしません。

(賞与)

第二十条　原則として、賞与は支給しません。
(退職金の支給)
第二十一条　原則として、退職金の支給はしません。
第七章　退職及び解雇

(退職)
第二十二条　次のいずれかに該当するときは、退職とします。
1 雇用契約の期間が満了した時

2 本人の都合により退職を申し出て法人が認めた時、または退職の申し出をしてから14日を経過した時

3 本人が死亡した時
（解雇）

第二十三条　次のいずれかに該当するときは解雇する場合があります。

1 パ－トタイム職員の業務が無くなった時。

2 本人が業務に耐えられないと認められたとき。

3 本人が勤務不良で就業に適さないと認められたとき。

第八章　安全衛生及び災害補償

（安全衛生）

第二十四条　パ－トタイム職員は、安全衛生に関する法令、規則ならびに法人の指示を守り、法人と協力して労働災害の防止に努めなければなりません。

（健康診断）

第二十五条　６ヵ月を越えて雇用更新されている、パ－トタイム職員は健康診断を受けなければなりません。

（災害補償）

第二十六条　パ－トタイム職員が業務上の事由もしくは通勤により負傷し、疾病にかかり、または死亡した場合は、労働災害補償保険法に定める保険給付を受け取ることとします。

付則

この規則は、平成１４年１0月1６日から実施します。

平成１５年２月１０日　　第十四条　　　　加筆

　　　　　　　　　　　　　　第十五条　　　　加筆

　　　　　　　　　　　　　　 第十七条　　　　改定

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第十九条　　　　加筆

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第二十条　　　　加筆

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第二十一条　　 加筆

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第二十二条　　　加筆

